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Bridgestone, a tire manufacturer, is one of the Japanese companies 
which lead their industries.  We have focused on the fact that this 
Japanese manufacturer leads the tire industry, or a relatively low 
value-added industry, and investigated the factor of that and how can 
Bridgestone keep that position.   
As the result, we concluded that they have succeed in managing both 
high added values and low cost of sales.  On the other hand, it was 
found that changes of tire markets request Bridgestone to change, more 
specifically, change the strategy to low value-added one.  In order to 






序章 研究動機と Research Question の提示 
 
0.1 研究動機と Research Question が生じるまで 
 
 昨年（2017年）、日本経済新聞社が実施した 2016年度の世界シェア調査1
において、対象 57 品目のうち、11 品目で日本企業が首位となった。その


















                                                     












0.2 2つの Research Question 
 





















































BIG3 とは前述の通り、世界のタイヤ市場で 4 位以下を突き放したシェア
及び規模を誇った6、日本のブリヂストン、フランスのミシュラン、アメリ
カのグッドイヤーの 3 企業を指す言葉である。この章では、BIG3 の数値比
較を主な目的とし、その要因、すなわち Research Question1 の答えに迫る
ことはしない。 












                                                     
6 グッドイヤーについては、4 位のコンチネンタルとの差がわずかとなってき
ている（表 1-3 参照） 
7 Tire Navigator（http://tire-navigator.com/）など 
 売上高（2016年度・円） 純利益（2016年度・円） 
ブリヂストン 約３兆３０００億 約２６００億 
ミシュラン 約２兆５０００億 約２０００億 















表 1-3(『ブリヂストンデータ 2017』より抜粋) 
 
 表 1-3は、2016 年度におけるタイヤ業界のシェアである。2016年におい






















































































































































































                                                     






























                                                     
14 3 章で詳述 
20 
 

































表 3-2のとおり、ブリヂストンは他の BIG3 に比べて、研究開発費を多く
投じている。その最たる理由は、その売上総利益、営業利益にある。2016
年度の売上総利益は約 1 兆 3,650 億円、営業利益は約 4,500 億円となって
いる。他の BIG3 と比較してみると、同年のミシュランの売上総利益は約
8,500 億円、営業利益は約 3,200 億円、グッドイヤーの売上総利益は約















                                                     























                                                     





























図 3-5 天然ゴム価格 （出典:TOCOM「ゴム取引の基礎知識」） 







































































                                                     
19 小売店における消費者への直接的販売と、新車に装着するための自動車メー









































































































                                                     
20 かつては BIG3 を合わせると 6 割近くのシェアがあったが、現在は 4 割弱で
























の 70％超だったが 2016年には 45％弱まで下がっており22、新興国での保有
台数の増加がうかがえる。 
図 4-2 主要国の四輪車販売台数推移（出典：JAMA） 
 
 
                                                     








いて予測すると、国際連合の「世界人口予測・2017 改訂版」と IMF の 
「World Economic Outlook Databases」の予測通りに人口増加や経済成長
があった場合には 2022 年の自動車保有台数はそれぞれ 2017 年現在の 2 倍
近くに拡大する見込みである(表 4-3、表 4-4)24 
 
表 4-3 インドにおける自動車保有台数予測 
インド 2017年 2022年 
人口 約 13.4億人 約 14.2億人 
1人当たり GDP 1850ドル/人 2800ドル/人 
千人当たり保有台数 37台 56台 
自動車保有台数 4958台 7952台 
表 4-4 ナイジェリアにおける自動車保有台数予測 
ナイジェリア 2017年 2022年 
人口 約 1.8億人 約 2.2億人 
1人当たり GDP 2100ドル 3000ドル 
千人当たり保有台数 42台 60台 











                                                     
23 塩地洋「新興国におけるモータリゼーションの析出方法」によれば、1000
人当たり自動車保有台数=0.2×一人当たり GDP となっている。 




第 5 章 今後のブリヂストン 
-Research Question2 への回答- 
 









































 まずメリットは 2 つある。1 つは、高付加価値路線では高利益率である





























































                                                     
26 残余利益モデル 
式 1 



















 算出当時の時価で、2兆 4561億 7100万円であった。 
 
5.3.2.2 資本コスト 











 我々の予測を下表 5-2、表 5-3にまとめた。 
 
表 5-2 高付加価値路線をとった場合の予測 
高付加価値路線 現在～2026年 2027～2036 年 2037年～ 
売上高成長率 0% -2%28 -2% 
売上高純利益率 9%29 9% 9% 
                                                     
27 結果としての残余利益成長率に着目したものである。 
28 直近 10 年の平均値(-0.87%)及び中央値(-2.42%)より、-2%が妥当であると
考えた。 











低付加価値路線 現在～2026年 2027～2036 年 2037年～ 
売上高成長率 3% 3% 0% 
売上高純利益率 5% 5% （5+3）%30 







高付加価値路線をとる場合の企業価値=2兆 7085億 8068万円 
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  Demand in housing industries is expected to decrease because of a 
decline in the population of Japan. Considering this kind of situation, 
this research shows that what kind of strategies Japanese house 
makers should adopt. We pick up two house maker companies, Daiwa 
House Industry Co., Ltd. and Sekisui House, Ltd. and discuss the 
possibility that Sekisui House can adopts the strategy of Daiwa House, 
which handles not only housing but also other buildings, in spite of 
Sekisui House specializing in housing. 
 The result of analysis, we conclude that it is impractical for Sekisui 
House to use the strategy of Daiwa House, because those two companies 
have wide gaps between the amounts of fixed assets or the shares of 
commercial facilities and it takes too long time for Sekisui House to 
close these gaps. 
 Finally, we provide suggestions for the strategy of Sekisui House. We 
suggest that Sekisui House should focus on three businesses: business 
of housing equipped for use by the elderly, international business, and 





























































































1.2 Research Questions 
 













































2.2  積水ハウスと大和ハウスの時系列分析 
  
前節の区分をもとに、①戦後から 70 年代前半までを量産期、②70 年代後




50 年代後半から 60 年初頭、戦後の復興を抜けて、日本は「衣」「食」
に加え「住」を通した生活水準向上に着手した。そこで、住宅の大量生
産・迅速な建設の担い手として、ハウスメーカーが誕生する。大和ハウス





































商品ラインナップは大和ハウスが坪単価 30 万～60 万に対し、積水ハウス





























































































































































図表 3.1 投下資本利益率推移 （両社の有価証券報告書より作成） 
 
 

































































































































































































































































































































































































































































































図表 3.5 ディベロッパー業種・業態別 SC数 
（一般社団法人日本ショッピングセンター協会 HPより作成） 
 





























3.3.2 Research Questions の変更 








































戸建住宅 賃貸住宅 リフォーム 不動産フィー
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者向け住宅の登録戸数は年々増加し、2017年 12月時点で 22万 5374戸であ
った（図表 4.5）。また一般財団法人 サービス付き高齢者向け住宅協会に








































                                                     
8 入居一時金が掛からない、月額利用料が有料老人ホームに比べて安い、等 
9 2010 年の新成長戦略では、高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合を
2020 年までに 3〜5％への拡大を目指すとしている 
71 
 


































































































































































⚫ 大和ハウス工業株式会社 『有価証券報告書』 
⚫ 積水ハウス株式会社 『有価証券報告書』 
⚫ 吉原英樹『日本企業の多角化戦略』 [1981] 









































⚫ 「BUSINESS INSIDER AUSTRALIA」“Sydney house prices just saw 




⚫ 「BUSINESS INSIDER AUSTRALIA」“Sydney house prices continued 
to fall in early November” 
（https://www.businessinsider.com.au/sydney-house-prices-
continue-to-fall-2017-11） 
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今年の共同研究は人数の関係から 2 班に分かれましたが、2 班とも奇しく
も未来志向の強い研究テーマを選んだのが印象深かったです。このゼミが
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